
 

 

 

令和６・７・８年度新虎通り周辺地区権利者等調整等業務仕様書 

 
〔１〕業務の担当課 
（１）業務の担当課（成果品提出先）は、以下のとおりとする。 

関連業務名 権利者等調整等業務 備考 
担当課 都心業務部事業推進第３課  

 （２）業務の履行に際し、必要な機構資料は、契約時に貸与する。なお、契約時に貸与できないものに

ついては、業務発生時期に貸与する。 

（３）貸与した資料の機構事務所外への持出しは禁止する。 

（４）別紙１の業務並びに別紙２の表中の発生時期が別途連絡となっている業務については、業務担当

課から発生時期を受託者へ連絡する。 

（５）本特記仕様書に記載のない様式については、貸与資料等に添付されている様式を使用する。 

（６）機構が別に定める各様式については、受託者の応諾の範囲で変更できるものとする。 

 
〔２〕業務の内容 

新虎通り周辺の各地区に係る事業化・事業進捗（別添１参照）の円滑な推進に資する次の業務を行う。 

１．愛宕地区に係る基礎資料作成等業務 

１)事業進捗に係る基礎資料作成業務 

・事業進捗（事業計画変更認可、権利変換計画変更認可）に関連する基礎資料の作成が発生した

際には、機構の定める所定の様式（別途様式提示）に従い資料を作成する。 

※資料作成の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

２)現地踏査 

・貸与資料を基に、地域の状況、土地及び建物等の概況等の現地踏査を行い、現地踏査報告書（別

途様式提示）を作成する。 

※現地踏査の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

３)土地、建築物等の権利関係調査に係る基礎資料作成業務 

・登記簿、現況調査等により権利調査を行い、権利調書基礎資料（宅地所有者、借地権者、転借

地権者、建物所有者、借家権者、転借家権者、担保権者等）（別途様式提示）を作成する。 

・関係権利者等（以下、「権利者等」）より権利変動等の申告が発生した際、当該申告を記録し、

当該申告に関連する登記簿等を調査するとともに権利調書基礎資料の作成（修正）を行う。 

※資料作成の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

２．愛宕地区に係る権利者等説明資料作成等業務 

１)権利者等の個別説明・相談等業務 

①権利者等の個別説明等業務 

・個別の権利者等に対し再開発事業の計画・手続き等、補償内容及び権利変換計画変更等につい

て説明が発生した際、説明資料（別途様式提示）を作成する。 



 

・個別の権利者等に対し説明し、説明録（別途様式提示）を作成し、権利者ファイルに保管する。

また、当該内容について機構に報告を行うものとする。 

※個別説明の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

②権利者等の個別相談対応等業務 

・個別の権利者等から再開発事業完了後の生活再建、営業再建、税務、清算金等に関する相談が

あった際、相談内容について機構との間で確認が既になされている事項については即答も可と

し、相談対応後、対応簿（別途様式提示）を作成し、権利者ファイルに保管する。また、当該

内容について機構に報告を行うものとする。 

・機構との間で確認がなされていない内容については、機構からの指示を確認した後、回答する

ものとし、説明後に説明録（別途様式提示）を作成し、権利者ファイルに保管する。また、当

該内容について機構に報告を行うものとする。 

※個別相談対応の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

③権利者等の意向調査記録作成等業務 

・個別の権利者等に対し取得床に係る設備内装等の意向調査が実施された際、貸与資料を基に、

意向調査資料（別途様式提示）を作成する。 

・権利者等への個別の面談が開催された際には、それを聴取し、意向調査記録（別途様式提示）

を作成し、権利者等の個別ファイル（「権利者ファイル」）に整理する。 

※意向調査の対応回数・対応場所等については、別紙 1のとおりとする。 

④従前建物に係る関係者との協議調整等業務 

・個別の権利者等から従前建物の占有継続に関する相談があった際、相談内容について機構との

間で確認が既になされている事項については即答も可とし、相談対応後、対応簿（別途様式提

示）を作成し、権利者ファイルに保管する。また、当該内容について機構に報告を行うものと

する。 

・機構との間で確認がなされていない内容については、機構からの指示を確認した後、回答する

ものとし、説明後に説明録（別途様式提示）を作成し、権利者ファイルに保管する。また、当

該内容について機構に報告を行うものとする。 

・権利者等より占有継続中の従前建物の退去の申告が発生した際、当該申告を受理し、退去に関

する手続きを行う。 

  ※協議の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

⑤愛宕山環境整備に係る関係者との協議調整等業務 

 関係者等との協議を実施する際、協議に同席し、議事録を作成する。 

・愛宕山環境整備に関する検討・調整にあたって土木、建築等に関する課題が発生した際、協議

に必要な資料作成を行う。 

 ※対応期間は令和６年４月１日～令和７年３月 31 日を予定 

 ※協議の対応回数・対応場所等については、別紙 1のとおりとする。 

 

２)権利者協議会・説明会等の資料作成等業務 

①権利者説明会の資料作成等業務 

・権利者説明会開催が決定した際、貸与資料を基に資料（別途様式提示）を作成する。 

・会場の設営等の事前準備を行う。 

・会を聴取し、会議録（別途様式提示）を作成する。 



 

※権利者説明会の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

②権利者協議会・部会等の資料作成等業務 

・権利者協議会等の開催が決定した際、貸与資料を基に資料（別途様式提示）を作成する。 

・会場の設営等の事前準備を行う。 

・会を聴取し、会議録（別途様式提示）を作成する。 

※権利者協議会・部会等の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

③管理運営計画・管理規約等検討会の資料等作成業務 

・従後の再開発ビルの管理運営計画を策定するための権利者検討会開催が決定した際、貸与資料

を基に資料（別途様式提示）を作成する。 

・会場の設営等の事前準備を行う。 

・検討会を聴取し、会議録（別途様式提示）を作成する。 

・管理規約作成が決定した際には、貸与資料を基に、管理規約に係る基礎資料（別途様式提示）

を作成する。 

※検討会の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

④権利者広報の作成等業務 

・事業進捗状況、今後の事業予定について権利者等への広報資料（任意様式）の発送が決定した

際、貸与資料を基にこれを作成する。 

・権利者広報を、全権利者等へ発送する。 

⑤地元（町会・自治会を含む）への事業等説明会の資料作成等業務 

・地元説明会開催が決定した際、貸与資料を基に資料（任意様式）を作成する。 

・会場の設営等の事前準備を行う。 

・会を聴取し、会議録（別途様式提示）を作成する。 

※地元説明会の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

３．愛宕地区に係る補償等に関する資料作成等業務 

１)補償に係る基礎資料作成等業務 

①基礎資料等作成業務 

・権利調書基礎資料を基に、権利者ごとの補償（都市再開発法９７条に係る補償）の計画に係る

事項（対象物件・内容）について、補償計画基礎資料（別途様式提示）を作成する。 

・都市再開発法９７条に係る補償に関して、権利者ごとの補償物件について作成される補償物件

等基礎資料（別途様式提示）をファイルに保管し、データを管理する。 

※資料作成の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

②補償契約書案作成等業務 

・補償契約の締結が決定した際には、物件等基礎資料及び貸与資料を基に、権利者毎に補償契約

書案を作成する。 

・補償契約締結が終了した際には、機構から補償契約書を受領し、権利者ごとに綴り、保管する。 

・補償契約書に基づき、機構が定める電算処理マニュアルにより、補償金の支払準備書類（別途

様式提示）を作成する。 

・所轄税務署へ支払調書の提出が必要な際には、貸与資料を基に、必要となる支払調書作成の基

礎となる資料（別途様式提示）を作成する。 

※資料作成の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 



 

③各種証明書等に関する受付・発行等業務 

・事業に関して各種証明書等の交付依頼が発生した際、所定様式（別途様式提示）に従いこれを

受付け、内容を確認し、必要書類（別途様式提示）を交付し、受付・交付記録（別途様式提示）

を記載のうえ、受付順に受付ファイルに保管する。また、その写し（交付書類を含む）を権利

者ファイルに保管する。 

※交付依頼の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

２)権利変換計画変更に係る基礎資料作成等業務 

①基礎資料作成等業務 

・権利変換計画変更認可の申請の際に、貸与資料を基に、機構が定める所定の様式に従い、権利

変換計画変更に係る基礎資料（別途様式提示）を作成する。 

・権利変換計画変更を権利者等に説明することが決定した際には、貸与資料を基に、資料（別途

様式提示）を作成する。 

・権利変換計画変更に係る個別協議が開催された際には、個別協議を聴取し、その協議録（別途

様式提示）を作成し、権利者ファイルに保管する。 

※資料作成の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

②権利変換計画変更縦覧に係る運営業務 

・権利変換計画変更の縦覧が決定した際には、貸与資料を基に、関係権利者及び特定事業参加者

への通知書（別途様式提示）を作成し、通知するとともに、その写しをファイルに保管する。 

・権利変換計画変更縦覧通知書の発送簿（別途様式提示）を作成するとともに、配達記録を発送

簿順にファイル（「権利変換計画変更通知ファイル」）する。 

・住所、氏名、縦覧理由等を記入できる受付簿（別途様式提示）を作成する。 

・縦覧時間中は縦覧場所に待機し、縦覧希望者の訪問があった際には、受付簿に記入させて、権

利変換計画書を縦覧させる。 

・縦覧期間において意見書が提出された際、当該意見書の内容の確認に係る基礎資料（別途様式

提示）を作成する。 

※資料作成の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

③権利変換計画変更認可に係る資料作成等業務 

・権利変換計画変更が認可された際には、関係権利者への通知書（別途様式提示）を作成し、通

知するとともに、その写しをファイルに保管する。また、登記所への通知書を作成し、通知す

る。 

・権利変換計画変更認可通知書の発送簿（別途様式提示）を作成するとともに、配達記録を発送

簿順に権利変換計画通知ファイルに保管する。 

・権利変換計画変更の公告がされた際には、貸与資料を基に、地区内の適当な場所に公告の内容

を記した掲示を作成し、10 日間掲示する。 

※資料作成の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

④市街地再開発審査会運営業務 

・市街地再開発審査会開催が決定した際、貸与資料を基に、会議資料（別途様式提示）の作成を

行う。 

・市街地再開発審査会開催場所を手配し、開催通知書の作成及び発送、会場設営等の事前準備等

を行う。 



 

※市街地再開発審査会の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

⑤明渡し請求に係る資料作成等業務 

・工事実施の為、明渡し請求が必要となった際には、貸与資料を基に、土地明渡し請求書（別途

様式提示）を作成する。 

・関係権利者に土地明渡し請求書を交付し、説明する。 

・説明録（別途様式提示）を作成し、権利者ファイルに保管する。 

・明渡しを確認し、機構に報告する。 

※個別明渡し請求説明の対応回数・対応場所等については、別紙 1のとおりとする。 

    ⑥公示送達に関する資料作成等業務 

・法令等に基づく公示送達の必要が発生した際、機構の定める作成要領に基づき実施スケジュー

ル及び行政、官報への告示依頼及び地区内掲示の資料（別途様式提示）を作成し、その依頼並

びに掲示を行う。 

・資料を地区内に掲示する際には、地区内において適当な場所を選定し機構に連絡のうえ、掲示

が可能となるように掲示板設置等の事前準備を行う。 

 

４．新虎通り周辺地区におけるエリアマネジメント団体をはじめとする地元権利者等組織及び関係

機関との調整業務 

１）エリアマネジメント団体をはじめとする地元権利者組織等との会議等に係る資料作成等業務 

・地元権利者組織等との会議等及び日常的な会議・打合せ等に必要な資料等を作成する。 

・その他、資料の作成が必要となった際は、別途指示に基づき、資料を作成する。 

 

２）エリアマネジメント団体をはじめとする地元権利者組織等との会議等の運営補助業務 

・会議等の開催に当たり、会議等の出欠確認、議事録作成等を行う。 

・会議等の開催に当たり、必要に応じて近隣会議室の確保及び会場設営を行う。 

※対応回数、対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

３）エリアマネジメント団体をはじめとする地元権利者組織等の活動等の補助業務 

・エリアマネジメント団体の名簿を適正に管理する。 

・エリアマネジメント団体の会計処理に係る資料等の作成、収支管理及び会計事務所との調整

を行い、適正に管理する。 

・エリアマネジメント団体の備品、消耗品等の数量管理及び発注資料の作成を行う。 

・エリアマネジメント団体が実施する清掃業務に係る対応・参加を行う。 

・エリアマネジメント団体が実施するイベント運営補助業務を行う。 

※対応回数、対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

４）エリアマネジメント団体をはじめとする地元権利者組織等及び関係機関との対応業務 

・機構事務所への各種問合せに対する受付等の窓口対応を行う。 

・エリアマネジメント活動等に係る現地対応等の依頼があった際に、対応に当たる。 

・地元不動産業者等への定期的なヒアリングや現地調査を行い、地区内の不動産情報の収集・

整理を行う。 

 



 

〔３〕業務の実施 

（１）受託業務責任者は、契約締結後速やかに、業務配員計画書（別紙３）を作成し、委託業務指示

者に提出し確認を得なければならない。 
（２）本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウィークリースタンスを考慮するもの

とする。ウィークリースタンスの実施にあたっては、ウィークリースタンス実施要領（別添２）

に基づき、調査職員と確認・調整した内容について取り組むものとする。 
〔４〕成果品等 

本業務の成果品等については、別紙２のとおりとする。 
 
〔５〕 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

（１）業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不当介入」という。）を

受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通

報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 

（２）（１）により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内

容を記載した文書により発注者に報告すること。 

（３）暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発

注者と協議を行うこと。 

 
〔６〕業務委託料の改定について 

（１）委託者及び受託者は、業務委託契約書の頭書第４項に規定する業務委託料の金額にかかわらず、

各年度の履行期間（４月から３月）の業務委託料は、国土交通省から公表される各年度「設計

業務委託等技術者単価」の前年度比をふまえ、業務委託契約書第 35 条に基づき協議し改定す

るものとする。 
（２）前項の改定は直接人件費単価を対象とし、落札率を乗じて算定する。 

以 上 



 

別紙 1 

各業務における対応回数・対応場所など 
 
１．愛宕地区に係る基礎資料作成等業務 
 
○事業進捗に係る基礎資料作成業務 

内容 回数 場所 時間帯 

事業計画変更 
権利変換計画変更 

２回以上/履行 
期間 

機構事務所会議室 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
○現地踏査 

内容 回数 場所 時間帯 

現地踏査 ２回以上/月 施行地区周辺 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
○土地、建築物等の権利関係調査に係る基礎資料作成業務 

内容 回数 場所 時間帯 

権利調査等 ２回以上/年 機構事務所会議室 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
 
２．愛宕地区に係る権利者等説明資料作成等業務 
 
○権利者等の個別説明等業務 

説明先 回数 場所 規模 時間帯 

個別権利者 ６回以上/月 
機構事務所会議室
又は権利者宅 

１名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 

 
○権利者等の個別相談対応等業務 

対応先 回数 場所 規模 時間帯 

個別権利者 ３回以上/月 
機構事務所会議室
又は権利者宅 

１名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 

 
○権利者等の意向調査記録作成等業務 

調査先 回数 場所 規模 時間帯 

個別権利者 ３回以上/月 
機構事務所会議室
又は権利者宅 

１名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 

 
○従前建物に係る関係者との協議調整等業務 

対応先 回数 場所 規模 時間帯 

個別権利者 ６回以上/月 
機構事務所会議室
又は権利者宅 

１名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 

 
○愛宕山環境整備に係る関係者との協議調整等業務 

対応先 回数 場所 規模 時間帯 

関係者 １回以上/月 
機構事務所会議室
又は権利者宅 

３名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 

 ※（対応期間は令和６年４月１日～令和７年３月３１日を予定） 
 
○権利者説明会の資料作成等業務 

 

説明先 回数 場所 規模 時間帯 

権利者 ６回以上/年 
機構事務所会議室
又は近隣会議室 

３０名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 



 

○権利者協議会・部会等の資料作成等業務 

 
○管理運営計画・管理規約等検討会の資料作成等業務 

 
○地元への事業等説明会の資料作成等業務 

説明先 回数 場所 規模 時間帯 

町会・自治会 
１回以上/年/自治
会 

機構事務所会議室
又は近隣会議室 

10 名/回 
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 

 
 
３．愛宕地区に係る補償等に関する資料作成等業務 
 
○基礎資料等作成業務 

内容 回数 場所 時間帯 

97 補償基礎資料作成 ６件以上/年 機構事務所会議室 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
○補償契約書案作成等業務 

内容 回数 場所 時間帯 

97 補償契約書作成 ６件以上/年 機構事務所会議室 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
○各種証明書等に関する受付・発行等業務 

内容 回数 場所 時間帯 

交付依頼 ３回以上/年 機構事務所会議室 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
○基礎資料作成等業務 

内容 回数 場所 時間帯 

権利変換計画変更 
２回以上/履
行期間 

機構事務所会議室 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
○権利変換計画変更縦覧に係る運営業務 

  内容 回数 場所 時間帯 

権利変換計画 
変更縦覧 

２回以上/履
行期間 

機構事務所会議室 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
○権利変換計画変更認可に係る資料作成業務 

  内容 回数 場所 時間帯 

権利変換計画 
変更認可 

２回以上/履
行期間 

機構事務所会議室 
平日勤務時間帯又は平日夜間
（19：00～21：00 程度） 

 
○再開発審査会運営業務 

  会議名 回数 場所 規模 時間帯 

再開発審査会 
２回以上/履行期
間 

機構事務所会議室 ５名/回 
平日勤務時間帯 
（2 時間程度） 

 
○明渡し請求に係る資料作成等業務 

調査先 回数 場所 規模 時間帯 

個別権利者 ６件以上/年 
機構事務所会議室
又は権利者宅 

１名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 

協議先 回数 場所 規模 時間帯 

権利者 ６回以上/年 
機構事務所会議室
又は近隣会議室 

３０名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 

協議先 回数 場所 規模 時間帯 

権利者 ３回以上/年 
機構事務所会議室
又は近隣会議室 

３０名/回 
平日勤務時間帯又は
平日夜間（19：00～
21：00 程度） 



 

 
４．新虎通り周辺地区におけるエリアマネジメント団体をはじめとする地元権利者等組織及び関係機関との調
整業務 

○地元権利者組織等との会議等の運営補助業務 

内容 回数 場所 規模 時間帯 

会議タイプＡ ４回以上/月 
機構事務所会議室
又は近隣会議室 

１０名/回 
平日勤務時間帯 

 

 

※状況に応じてオンライン開催や書面開催とする。 
 
〇地元権利者組織等の活動等の補助業務 

 
 
 
 
 

※職員の判断により、中止となる場合がある。 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

  

内容 回数 場所 規模 時間帯 

会議タイプＢ ４回以上/年 
機構事務所会議
室又は近隣会議
室 

３０名/回 

平日勤務時間帯 

内容 回数 場所 規模 時間帯 

会議タイプ C １回以上/年 近隣会議室 ５０名/回 

平日勤務時間帯 

内容 回数 場所 時間帯 

地元権利者組織等
が開催する清掃業
務 

４回以上/月 
新虎通り周辺地
区 

平日勤務時間帯 

内容 回数 場所 時間帯 

地元権利者組織等
が開催するイベン
ト 

１回以上/年 
新虎通り周辺地
区 

平日勤務時間帯 



 

別紙 2 

成果品について 
① 成果品提出については以下のとおりとする。なお、履行期間終了時までに提出することとする。 
 
成果品等 

 

業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

１．愛宕地区に係る基

礎資料作成等業務 

１)事業進捗に係る基礎資料作成

業務 
事業進捗関連基礎資料 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)現地踏査 
現地踏査報告書 

（写真含む） 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

３)土地、建築物等の権利関係調

査に係る基礎資料作成業務 
権利調書基礎資料 

調書、図面 

電子データ 

 
業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

２．愛宕地区に係る権

利者等説明資料作

成等業務 

１)①権利者等の個別説明等業務 

説明資料 
調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

説明録 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

１)②権利者等の個別相談対応等

業務 

対応簿 調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 説明録 

１)③権利者等の意向調査記録作

成等業務 

意向調査資料 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 
意向調査記録 

権利者ファイル 

１)④従前建物に係る関係者との

協議調整等業務 

対応簿 調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 説明録 

１)⑤愛宕山環境整備に係る関係

者との協議調整等業務 

説明資料 調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 議事録 

２)①権利者説明会の資料作成等

業務 

説明会用資料 調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 会議録 

２)②権利者協議会・部会等の資料

作成等業務 

協議会用資料 調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 会議録 

２)③管理運営計画・管理規約等検

討会に係る資料等作成業務 

検討会用資料 調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 会議録 

２)④権利者広報の作成等業務 広報資料 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)⑤地元への資料作成等業務 
説明会用資料 調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 会議録 

 
業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

３．愛宕地区に係る補

償等に関する資料作業

等業務 

１)①基礎資料作成等業務 
補償計画基礎資料 調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 補償物件等基礎資料 

１)②補償契約書案作成等業務 

補償契約書 
調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

支払準備書類 調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 支払調書作成基礎資料 

１)③各種証明書等に関する受付・

発行等業務 

各帳票 

受付簿 

権利者ファイル 

受付ファイル 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 



 

２)①基礎資料作成等業務 

基礎資料 
調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

説明会用資料 
調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

会議録 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

協議録 

権利者ファイル 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)②権利変換計画変更縦覧に係る

運営業務 

権利変換計画変更縦覧通

知書 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

発送簿 

権利変換計画変更通知フ

ァイル 

受付簿 

意見書対応方針案 

２)③権利変換計画変更認可に係る

資料作成等業務 

権利変換変更認可通知書 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

発送簿 

権利変換計画変更通知フ

ァイル 

掲示 現地設置 

２)④市街地再開発審査会運営業務 
会議資料 

開催通知書 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)⑤明渡し請求に係る資料作成等

業務 

明渡し請求書 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

説明録 

権利者ファイル 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)⑥公示送達に関する資料作成等

業務 
公示送達関連資料 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

 

業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

４．新虎通り周辺地区

におけるエリアマ

ネジメント団体を

はじめとする地元

権利者等組織及び

関係機関との調整

業務 

１) 地元権利者組織等との会議

等に係る資料作成等業務 
説明資料 

調書 

図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２) 地元権利者等組織との会議

等の運営補助業務 

報告書（付随して作成し

た資料を含む） 

 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

３) 地元権利者等組織の活動等

の補助業務 

４) 地元権利者等組織及び関係

機関との対応業務 

 
  



 

 
報告について 
② 履行期間中以下のとおり報告を行うこととする。  

（日数表示は営業日とする） 

 

業務区分 業務の内容 発生時期 納入時期 成果品 納入方法 

１．愛宕地区に

係る基礎資

料作成等業

務 

１)事業進捗に係る基

礎資料作成業務 

発生時（別途連

絡、資料提示時） 

発生後１週

間以内 

事業進捗関連基

礎資料 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)現地踏査 

踏査時（受託者

が判断し特定し

た時） 

踏査日 
現地踏査報告書 

（写真含む） 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

３)権利関係調査に係

る基礎資料作成業務 

発生時（別途連

絡、資料提示時） 

別途通知し

た期日 権利調書基礎資

料 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 
権利変動申告時 

申告後１週

間以内 

２．愛宕地区に

係る権利者

等説明資料

作成等業務 

１)①権利者等の個別

説明等業務 

個別説明発生時

（別途連絡、資

料提示時） 

説明の前日 説明資料 
調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

説明日後３

日以内 
説明録 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

１)②権利者等の個別

相談対応等業務 

個別相談対応発

生時（別途連絡、

資料提示時） 

相談対応後

３日以内 
対応簿 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 回答後３日

以内 
説明録 

１)③権利者等の意向

調査記録作成等業務 

調査日１週間前 

（別途連絡、資

料提示時） 

調査終了後

３日以内 
意向調査資料 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 開催日後３

日以内 

意向調査記録 

権利者ファイル 

１)④従前建物に係る

関係者との協議調整等

業務 

個別相談対応発

生時（別途連絡、

資料提示時） 

相談対応後

３日以内 
対応簿 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 回答後３日

以内 
説明録 

１)⑤愛宕山環境整備

に係る関係者との協議

調整等業務 

協議対応発生時 

説明の前日 

 
説明資料 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 協議対応後

３日以内 
議事録 

２)①権利者説明会の

資料作成等業務 

開催日１週間前 

（別途連絡、資

料提示時） 

開催日前日 

 
説明会用資料 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 開催日後３

日以内 
会議録 

２)②権利者協議会・部

会の資料作成等業務 

開催日１週間前 

（別途連絡、資

料提示時） 

開催日前日 

 
協議会用資料 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 開催日後３

日以内 
会議録 

２)③管理運営計画・管

理規約等検討会に係る

資料等作成業務 

開催日１週間前 

（別途連絡、資

料提示時） 

開催日前日 

 
検討会用資料 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 開催日後３

日以内 
会議録 

２)④権利者広報の作

成等業務 

発送日１ヶ月前 

（別途連絡、資

料提示時） 

発送日１週

間前 
広報資料 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)⑤地元説明会の資

料作成等業務 

開催日１週間前 

（別途連絡、資

料提示時） 

開催日前日 

 
説明会用資料 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 開催日後３

日以内 
会議録 



 

 
業務区分 業務の内容 発生時期 納入時期 成果品 納入方法 

３．愛宕地区に

係る補償等

に関する資

料作業等業

務 

１)①基礎資料作成等

業務 

発生時 

（別途連絡、資

料提示時） 

別途通知し

た期日 

補償計画基礎資

料 調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 別途通知し

た期日 

補償物件等基礎

資料 

１)②補償契約書案作

成等業務 

補償契約締結決

定時（別途連絡、

資料提示時） 

補償契約締

結２週間前 
補償契約書 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

補償契約締

結後１週間

以内 

支払準備書類 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 
支払調書提出必

要時 

支払調書提

出１週間前 

支払調書作成基

礎資料 

１)③各種証明書等に

関する受付・発行等業

務 

受付時 
受付後１週

間以内 

各帳票 

受付簿 

権利者ファイル 

受付ファイル 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)①基礎資料作成等

業務 

権利変換変更計

画 作 成 開 始 時

（別途連絡、資

料提示時） 

別途通知し

た期日 
基礎資料 

調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

説 明 会 決 定 時

（別途連絡、資

料提示時） 

開催日前日 説明会用資料 
調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

開催日後３

日以内 
会議録 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

協議必要時 
開催日後３

日以内 

協議録 

権利者ファイル 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)②権利変換変更計

画縦覧に係る運営業務 

権利変換変更計

画決定時（別途

連絡、資料提示

時） 

縦覧開始ま

で 

権利変換計画変

更縦覧通知書 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 
発送簿 

権利変換計画変

更通知ファイル 

縦覧終了後

３日以内 

受付簿 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 意見書対応方針

案 

２)③権利変換変更計

画認可に係る資料作成

等業務 

権利変換変更計

画認可申請決定

時（別途連絡、資

料提示時） 

通知１週間

前 

権利変換変更認

可通知書 
調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 発送後３日

以内 

発送簿 

権利変換変更計

画通知ファイル 

公 告後 10

日間 
掲示 現地設置 

２)④市街地再開発審

査会運営業務 

審査会開催決定

時（別途連絡、資

料提示時） 

開催日前日 会議資料 
調書、図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

開催決定後

３日以内 
開催通知書 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)⑤明渡し請求に係

る資料作成等業務 

明け渡し決定時

（別途連絡、資

料提示時） 

明渡し決定

後３日以内 
明渡し請求書 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

説明後３日

以内 

説明録 

権利者ファイル 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２)⑥公示送達に関す

る資料作成等業務 

公示送達発生時

（別途連絡、資

料提示時） 

公示送達発

生後１週間

以内 

公示送達関連資

料 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

 



 

 
業務区分 業務の内容 発生時期 納入時期 成果品 納入方法 

４．新虎通り周

辺地区にお

けるエリア

マネジメン

ト団体をは

じめとする

地元権利者

等組織及び

関係機関と

の調整業務 

１）地元権利者組織等

との会議等に係る資料

作成等業務 

発生時 
別途通知し

た期日 

説明資料 

調書 

図面 

電子ﾃﾞｰﾀ 

２) 地元権利者等組織

との会議等の運営補助

業務 

報告書（付随し

て作成した資料

を含む） 

調書 

電子ﾃﾞｰﾀ 

３) 地元権利者等組織

の活動等の補助業務 

４) 地元権利者等組織

及び関係機関との対応

業務 

 
  



 

 
別紙 3 

              業 務 配 員 計 画 書 

業務名称 令和６・７・８年度新虎通り周辺地区権利者等調整等業務 

履行期間 令和６年４月１日～令和９年３月 31 日 

業務従事者 
     住所 
事務業務 氏名 

〒 

     住所 
     氏名 

〒 

 
【配員計画表】（単位：人） 
 
業務従事者 

令和６年 
  4   5   6   7   8   9  10 

○○        
□□        
 
業務従事者 

令和６年 令和７年  
  年 間 計  11  12   1   2   3 

○○              人 
□□              人 
 
業務従事者 

令和７年 
  4   5   6   7   8   9  10 

○○        
□□        
 
業務従事者 

令和７年 令和８年  
  年 間 計  11  12   1   2   3 

○○              人 
□□              人 
 
業務従事者 

令和８年 
  4   5   6   7   8   9  10 

○○        
□□        
 
業務従事者 

令和８年 令和９年  
  年 間 計  11  12   1   2   3 

○○              人 
□□              人 

 
 
  ３か年 合計 
        人 
        人 
 

 
 
 
 
 
 



 

 
別紙 4 

令和６・７・８年度新虎通り周辺地区権利者等調整等業務の業務量 

   

以下の表は１年間当りの業務量を表すものとする。 

なお、３年間の合計業務量は以下のとおり。 

「基礎資料作成等業務」…114.75 人・日 

「権利者等説明資料作成業務」…174.00 人・日 

「補償等に関する資料作成等業務」…335.25 人・日 

「地元権利者等組織との調整業務」…1219.50 人・日 

 

（１）第１四半期の業務量（４月～６月） 

業務 業務量（人・日） 備考 

基礎資料等作成等業務 9.6 人・日  

権利者等説明資料作成業務 
12.8 人・日 

※（18.1 人・日） 
※令和６年度 

補償等に関する資料作成等業務 27.9 人・日  

地元権利者等組織との調整業務 101.6 人・日  

  

（２）第２四半期の業務量（７月～９月） 

業務 業務量（人・日） 備考 

基礎資料等作成等業務 9.6 人・日  

権利者等説明資料作成業務 
12.8 人・日 

※（18.1 人・日） 
※令和６年度 

補償等に関する資料作成等業務 27.9 人・日  

地元権利者等組織との調整業務 101.6 人・日  

   

（３）第３四半期の業務量（１０月～１２月） 

業務 業務量（人・日） 備考 

基礎資料等作成等業務 9.6 人・日  

権利者等説明資料作成業務 
12.8 人・日 

※（18.1 人・日） 
※令和６年度 

補償等に関する資料作成等業務 27.9 人・日  

地元権利者等組織との調整業務 101.6 人・日  

   

（４）第４四半期の業務量（１月～３月） 

業務 業務量（人・日） 備考 

基礎資料等作成等業務 9.6 人・日  

権利者等説明資料作成業務 
12.8 人・日 

※（18.1 人・日） 
※令和６年度 

補償等に関する資料作成等業務 27.9 人・日  

地元権利者等組織との調整業務 101.6 人・日  

  
※上記、業務量（人・日）については小数第一位で端数処理を行っている 



 

位置図 地区名 愛宕地区および新虎通り周辺地区 

 

別添１ 

※この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図 25000（空間データ基盤）、数値地図 2500（空間基盤データ）及び基盤地図情報を使用した。

（承認番号 平 29 情使、第 178 号） 

新虎通り周辺地区 

愛宕地区 



 

区域図 地区名 愛宕地区 
 

※この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図 25000（空間データ基盤）、数値地図 2500（空間基盤データ）及び基盤地図情報を使用した。

（承認番号 平 29 情使、第 178 号） 

Ⅰ街区 

Ⅱ街区 建物 A 

建物 B 



 

計 画 概 要（愛宕地区） （令和５年 10月現在） 
 

 

１ 事業対象地区 

（1）地区面積：約 0.6ha 

（2）所在地：東京都港区愛宕一丁目 

（3）敷地面積：約 0.37ha 

（4）用途地域等：商業地域 600％、第二種住居地域 400％、第一種住居地域 200％ 

防火地域、第二種風致地区 

 

２ 事業の概要 

（1）事業手法 

都市再開発法に基づく第一種市街地再開発事業 

（2）施行者 

独立行政法人都市再生機構 

（3）事業名称 

愛宕地区第一種市街地再開発事業 

（4）施行地区 

区域図のとおり。 

（5）事業期間 

令和 4年度～令和 14 年度 

 

 

３ 施設建築物の諸元 

・Ⅰ街区 

（1）施設建築物の用途構成 

① 住宅：約 360 戸 

② 事務所 

③ 店舗 

④ 生活産業支援施設 

（2）施設建築物のボリューム 

  Ｆ棟：高さ約 159ｍ、延床面積約 54,100 ㎡ 

(3)竣工予定 

Ｆ棟：令和 10年度 

 

・Ⅱ街区 

（1）施設建築物の用途構成 

  G 棟東 

① 店舗 

  G 棟西 

① 寺院 

（2）施設建築物のボリューム 

Ｇ棟：高さ約 15ｍ（東）、高さ約 10m（西）、延床面積約 1,010 ㎡ 

(3)竣工予定 

Ｇ棟：令和 14年度 

 
  

  以 上  

 

 

 

 

 

  



 

 

参考資料 

 

地区内の状況について （令和５年 11 月時点） 

 

１）地区面積 

全 体 約 0.6ha 

う ち 宅 地 約 0.37ha 

２）地区内権利者の状況 

① 地 権 者： ４０人（転出：１人） 

② 借 家 人： ３０人（借家消滅：２４人） 

 

３）従前建物の概要 

土地建物等 建設年/構造 敷地面積 
建物 

延べ面積 
用 途 備 考 

建物 A 

昭和 50 年 

/SRC 地下 2

階付 8階建 

約 600 ㎡ 約 4,000 ㎡ 

 

事務所 Ⅱ街区 

建物 B 
昭和 51 年 

/ SRC8 階建 
約 240 ㎡ 約 1,300 ㎡ 

店舗 

事務所 

住宅 

Ⅱ街区 

※ 上記数値は概算値。 

 

４）直接移転スキームについて 

 ・当地区はⅠ街区とⅡ街区の２つの街区から構成されている。 

 ・従前建物はⅡ街区にあるため、事業の手順として、Ⅰ街区に先行して F棟を建設し、従前建物の権

利者の多くは、F棟へ直接移転をする（直接移転スキーム）。 

 ・従って、権利変換期日（令和５年 12 月予定）以降、F棟竣工まで従前建物を権利者が使い続ける

（占有継続をする）予定である。 

 ・なお、従前建物の権利者が F 棟へ移転後、従前建物の解体、Ⅱ街区での G棟東・西の建設をする。 



別添２ 

ウイークリースタンス 実施要領 
 

 

１ 目 的 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）第 22 条に基づく

「発注関係事務の運用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等における受発

注者の業務環境を改善し、業務成果の品質が確保されるよう適正な業務執行を図ることを

目的とする。 

 

２ 取組内容 

（１）業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を勘案

した上で、原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）について

受発注者間で設定する。 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。 

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。 

④昼休みや 17 時以降の打合せは行わない。 

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。 

⑥その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（web 会議の積極的な活用等）。 

（２）業務履行期間中であっても、受発注間で確認・調整の上、必要に応じ、設定した取組内

容を見直すことができる。  

（３）（１）によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、業務の担当課から委託

業務責任者に対して依頼内容とその理由を明確に指示する。 

（４）緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。 

 

３ 進め方 

（１）初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間につい

ては、初回打合せ時から履行期間末までを原則とする。 

（２）受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿に整理し、受発注者間で共有する。 

（３）成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、打合

せ記録簿に整理する。 

 

以 上 


